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｜土地・不動産に関するトピックス情報 

● 東京の都市としての総合力は、第 3位：都市戦略研究所 

都市戦略研究所は 10 月 18 日、2018 年の「世界の都市総合力ランキング」を発表した。東京は、

ロンドン、ニューヨークに次ぐ、3位を 3年連続維持。「総労働時間の短さ」での改善が評価され、居

住分野でトップ 10に入った。「GDP成長率」の上昇などにより、経済分野でも 3位に上昇。一方で、

「環境への取り組み」の評価が相対的に低く、環境分野は 12 位から 29 位へ下落。現在唯一トップ

10入りしていない環境分野が改善されれば、総合力の高いバランス都市になると評価された。 

 

世界の都市総合力ランキング：都市戦略研究所 

 

● AIによる住宅ローンの事前審査、最短 15分：三菱 UFJ銀行 

三菱 UFJ銀行は 10月 4日、NECの最先端 AI技術群「NEC the WISE」の 1 つである「異種

混合学習技術」を活用し、住宅ローンの事前審査を短時間で行う「住宅ローン Quick 審査」サービ

スを開発し、提供を開始したことを発表した。同サービスは、リクルートのグループ会社であるリ

クルートファイナンスパートナーズの助言を受けて開発され、同社が提供するウェブサイトを通じ

て訴求する。利用者は、同行の既存サービスに比べ、少ない項目の入力で、住宅ローン事前審査を

ご利用でき、最短 15 分で審査結果をご確認できるようになる。また、その後の住宅ローンに関す

る手続は、全て、インターネット上で完結できる。 

ニュースリリース：三菱 UFJ銀行 

 

● 全宅連、銀行の不動産業参入に対し反対コメント：全国宅地建物取引業協会連合会 

全宅連は 10月 10日、全国地方銀行協会が 9月 12日に内閣府に提出した「環境変化を踏まえた業

務範囲規制の見直しに関する要望書」における銀行の不動産仲介業務の解禁に関する一連の要望に

対し、断固反対の意を表明した。反対の理由として、銀行は中小宅建業者と比較し不動産保有等に

関する膨大な顧客情報を持っているなど、極めて有利な立場にあり、宅建業の公正な競争の阻害に

つながる懸念があること、不動産業への貸し出し集中や、甘い審査による不適切な融資など、銀行

経営の健全性確保に対し問題があることを指摘した。 

お知らせ：全国宅地建物取引業協会連合会 

http://mori-m-foundation.or.jp/ius/gpci/index.shtml
http://www.bk.mufg.jp/news/news2018/pdf/news1004.pdf
https://www.zentaku.or.jp/news/3439/
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● 2018年 4-6月期の住宅ローン新規貸出額、前年比減で減少：住宅金融支援機構 

住宅金融支援機構は 10 月 2 日、2018 年 4-6 月期の個人向け住宅ローン新規貸出額と貸出残高の

調査結果を公表した。2018 年 4-6月期の主な機関等の住宅ローン新規貸出額は、4兆 7,644 億円と

対前年度同期比で 4.2％減少した。 

同調査は、1989 年度から、日本銀行の金融統計に加え、各業界団体等の協力を得て、業態別の住

宅ローン新規貸出額及び貸出残高をまとめたものである。 

住宅ローン新規貸出額 

 

業態別の住宅ローン新規貸出額及び貸出残高の推移：住宅金融支援機構 

 

● 不動産売買の仲介手数料、消費者の認知度は低いまま ：不動産流通システム 

不動産流通システム（REDS）は 9月 28日、「不動産の賃貸、売買の仲介手数料に関する認知度」

の調査結果をまとめて公表した。結果概要は下記の通り。 

 仲介手数料についての認識は、ここ 3年でほぼ変化なし。7割前後が何も知らない 

 仲介手数料が割引になる会社の存在について、9割弱が知らない 

 不動産会社の活動の中で「広告宣伝費」を無駄と考える消費者が最も多い 

 回答者の半数以上が仲介手数料の割引をするという業者を選ばない 

 「囲い込み」「両手仲介」について知っている消費者はほぼゼロ 

 リノベーションについて 3割強が知っており、女性の方が関心が強い 

 中古住宅の流通促進策である「安心 R住宅」「ホームインスペクション」はほとんど知られて

いない 

調査対象は、東京都内在住の 35～59歳 男性 250名 女性 250名。調査期間は、2018年 9月 3

日～2018年 9月 13日。同社では 2016年より、ほぼ同じ内容の調査を年に 1回行っている。 

お知らせ：不動産流通システム 

 

https://www.jhf.go.jp/about/research/loan_zandaka.html
https://www.reds.co.jp/p31772/

